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公布された条例のあらまし 

 

◇大和高田市ふれあい交通広場条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

ふれあい交通広場で行う事業について、広く設置目的に沿った事業が実施できるよう所要の規定

の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） ふれあい交通広場では、次に掲げる事業を行うことができることとします。（第３条関係） 

① 高齢者、子供その他市民の交流に関する事業 

② 市民の交通安全に関する研修、指導等交通安全の推進に関する事業 

③ その他市長が必要と認める事業 

（２） 広場の使用制限に暴力団排除に関する規定を追加します。（第７条関係） 

３ 施行期日 公布の日 

 

◇大和高田市商工業振興促進条例 

１ 理由 

市内に商工業施設等を設置する事業者に対して奨励金を交付することにより、産業の振興と雇用

の拡大を図り、本市経済の活性化及び市民の生活基盤の向上に資するため、必要な事項を定めるも

のです。 

２ 内容 

市内に商工業等施設（投下固定資産額が、３０００万円以上）を設置する事業者に、商業施設設

置奨励金又は工業等施設設置奨励金として当該商工業等施設に係る固定資産税の５割相当額を５

年間、雇用促進奨励金として、対象事業者が、市内に住所を有する新規雇用従業員を雇用した場合

に当該従業員１人につき２０万円を乗じた得た金額を１，０００万円を限度として交付するもので

す。 

３ 施行期日 公布の日 

 

◇大和高田市立図書館設置条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、公の施設の設置目的を効果的に達成するため、

教育委員会が指定する者に当該施設の管理を行わせるに当たり、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 図書館で行う業務の内容については、規則で定める方法から条例で定める方法に改めま

す。（第３条関係） 

（２） 図書館の管理を指定管理者に行わせることができるよう規定します。（第４条関係） 

（３） 指定管理者が行う業務の範囲を規定します。（第５条関係） 

（４） 指定管理者が行う管理の基準について規定します。（第６条関係） 

３ 施行期日 公布の日 

 

 

 

条例第１１号 

 大和高田市ふれあい交通広場条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２６年６月１９日 

公布された条例のあらまし 

 

条 例 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市ふれあい交通広場条例の一部を改正する条例 

大和高田市ふれあい交通広場条例（平成１２年条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「広場設置の目的に沿った大和高田市民の交通安全に関する研修、指導等交通安全の推進

に関する」を「次に掲げる」に改め、同条に次の各号を加える。 

 （１） 高齢者、子供その他市民の交流に関する事業 

 （２） 市民の交通安全に関する研修、指導等交通安全の推進に関する事業 

 （３） その他市長が必要と認める事業 

 第７条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

 （５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益に

なると認めるとき。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第１２号 

 大和高田市商工業振興促進条例をここに公布する。 

  平成２６年６月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市商工業振興促進条例 

 （目的）   

第１条 この条例は、市内に商業施設又は工業等施設（以下「商工業等施設」という。）を設置する

事業者に対して奨励金を交付することにより、産業の振興及び雇用の拡大を図り、本市経済の活性

化及び市民の生活基盤の向上に資することを目的とする。 

 （定義）   

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１） 商業施設 統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日

本標準産業分類の大分類Ｉ卸売・小売業に属する事業の用に供する施設又は大分類Ｍ宿泊業、飲

食サービス業に属する事業（中分類７５宿泊業にあっては、小分類７５１旅館、ホテルに属する

事業に限る。）の用に供する施設をいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業に該当するものを除く。 

 （２） 工業等施設 統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の大分類Ｅ

製造業に属する事業の用に供する施設又は大分類Ｈ運輸業、郵便業に属する事業（中分類４９郵

便業に属する事業を除く。）の用に供する施設をいう。 

 （３） 工業等施設設置指定地域 市に属する区域のうち、都市計画法（昭和４３年法律第１００

号）第８条第１項第１号に規定する準工業地域及び工業地域並びに同法第７条第３項に規定する

市街化調整区域をいう。 

（４） 商工業等施設の設置 商工業等施設を新設、増設又は移転することをいい、それぞれの定

義は次の表のとおりとする。  

区分 設置する商工業等施設

の種類 

定義 

新設 商業施設 市内に商業施設を有しない者が、自ら営業する目的で

市内に新たに商業施設を設置することをいう。 

工業等施設 市内に工業等施設を有しない者が、自ら操業する目的

で工業等施設設置指定地域内に新たに工業等施設を設
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置することをいう。 

増設 商業施設 市内に商業施設を有し、継続して営業する者が、当該

商業施設を拡張し、別棟の商業施設を設置し、又は既

存の商業施設とは別に市内に新たに商業施設を設置す

ることをいう。 

工業等施設 市内に工業等施設を有し、継続して操業する者が、当

該工業等施設を拡張し、別棟の工業等施設を設置し、

又は既存の工業等施設とは別に工業等施設設置指定地

域内に新たに工業等施設を設置することをいう。 

移転 商業施設 市内に商業施設を有する者が、当該商業施設を廃止し

て、市内の他の場所に商業施設を設置することをいう。 

工業等施設 市内に工業等施設を有する者が、当該工業等施設を廃

止して、工業等施設設置指定地域内に工業等施設を設

置することをいう。 

 （５） 事業者 営利を目的として事業を行う法人又は個人で、市内に商工業等施設の設置をする

ものをいう。 

 （６） 開業日 商工業等施設の設置に伴い、商工業等施設の営業又は操業を開始する日をいう。 

 （７） 投下固定資産額 商工業等施設の設置をするために要した費用のうち、建物（当該建物に

事業の用に供する施設以外の施設が含まれる場合にあっては、当該建物のうち当該部分を除いた

部分。以下この条において同じ。）の建築及び償却資産の取得に要した費用の総額をいう。ただ

し、土地の取得等に要した費用又は建物の建築を伴わず償却資産のみを取得した場合に要した費

用を除く。 

 （８） 投下固定資産 商工業等施設の設置をするために取得した建物及び償却資産であって、土

地を除くものをいう。 

 （９） 常時雇用従業員 事業者が雇用期間を定めないで雇用する従業員のうち、雇用保険法（昭

和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者となる者をいう。ただし、短時間労

働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第７６号）第２条に規定する短時間労働者

を除く。 

 （１０） 新規雇用従業員 開業日前９０日から開業日以後９０日までの間に新たに常時雇用従業

員として雇用され、以後継続して１年以上雇用されている者のうち、当該雇用の期間中において、

継続して市内に住所を有しているものをいう。  

 （奨励金の種類等）   

第３条 この条例により交付する奨励金の種類は、次のとおりとする。 

（１） 商業施設設置奨励金 

（２） 工業等施設設置奨励金 

（３） 雇用促進奨励金 

２ 前項の奨励金の交付を受けることができる事業者（以下「対象事業者」という。）は、次に掲げ

る要件の全てを満たすものとする。   

（１） 投下固定資産額が、開業日において３，０００万円以上であること。 

（２） 商工業等施設の設置に当たり、当該商工業等施設が奈良県生活環境保全条例（平成８年奈

良県条例第８号）その他の法令の規定を遵守し、公害等の発生防止の措置がなされ、周辺環境に

十分配慮されたものであること。  

（３） 事業者が市に対して納付すべき市税の滞納がないこと。  

（４） 事業者又は役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人又は支店若しく

は営業所（常時契約に関する業務を行う事務所をいう。以下この項において同じ。）の代表者を、

法人格を持たない団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者、

支配人又は支店若しくは営業所の代表者をいう。）が次のいずれにも該当しないものであること。 
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 ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この項において同じ。） 

 イ 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この項において同じ。） 

 ウ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

（５） 商工業等施設の開業日までに規則に定める届出書を市長に提出していること。 

３ 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号に規定する親会社と同条第３号に規定する子会

社が共同で、奨励金の交付の対象となる商工業等施設を設置する場合は、当該親会社と子会社とを

併せて一つの事業者とみなすものとする。 

 （商業施設設置奨励金） 

第４条 商業施設設置奨励金は、市内における商業施設の開業日以後、初めて投下固定資産に対して

固定資産税が賦課された年度の翌年度から５年間交付する。 

２ 商業施設設置奨励金の額は、投下固定資産に対して、奨励金交付の申請の前年度に賦課された固

定資産税の５割相当額とする。 

３ 前項の規定により算出して得た額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 （工業等施設設置奨励金）   

第５条 工業等施設設置奨励金は、市内における工業等施設の開業日以後、初めて投下固定資産に対

して固定資産税が賦課された年度の翌年度から５年間交付する。 

２ 工業等施設設置奨励金の額は、投下固定資産に対して、奨励金交付の申請の前年度に賦課された

固定資産税の５割相当額とする。 

３ 前項の規定により算出して得た額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 （雇用促進奨励金）   

第６条 雇用促進奨励金は、対象事業者が新規雇用従業員を雇用した場合に交付し、その額は、当該

従業員１人につき２０万円を乗じて得た額を１,０００万円を限度として１回限り交付するものと

する。 

２ 雇用促進奨励金は、商工業等施設の開業日以後、初めて投下固定資産に対して固定資産税が賦課

された年度の翌年度の交付とする。  

 （各種奨励金の交付申請） 

第７条 第３条第１項各号に定める奨励金の交付を受けようとする対象事業者は、規則で定めるとこ

ろにより市長に奨励金の交付を申請し、交付決定を受けなければならない。 

 （営業又は操業の休止等の届出）   

第８条 対象事業者は、第３条第２項第５号の規定による届出以後に、商工業等施設の営業又は操業

の全部若しくは一部を廃止し、又は休止したときは、速やかに市長に届け出なければならない。 

 （奨励措置の承継）   

第９条 合併、分割、相続、譲渡その他の理由により、対象事業者又は交付決定を受けた対象事業者

（以下「交付決定事業者」という。）の事業を引き継ぎ、その地位を承継しようとする者は、速や

かに承継の事実を市長に届け出なければならない。 

 （奨励措置の取消し等） 

第１０条 市長は、交付決定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

（１） 当該事業を廃止し、若しくは休止したとき、又はこれらの状況にあると認められたとき。 

（２） 対象事業者としての要件を欠くに至ったとき。 

（３） この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（４） 偽りその他不正の手段により、奨励金の交付決定を受けたとき。 

（５） 前各号に掲げる場合のほか、市長が奨励金を交付することについて、適当でないと認めた

とき。 
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２ 市長は、前項の規定により奨励金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分

に関し既に奨励金が交付されているときは、当該奨励金の交付決定事業者に対し、当該奨励金の返

還を命ずることができる。 

 （報告及び調査） 

第１１条 市長は、奨励金の交付に関し必要があると認めるときは、対象事業者に対し、営業又は操

業の状況、雇用の状況その他対象事業者の事業の内容について報告若しくは書類の提出を求め、又

は実地調査をすることができる。 

 （委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第１３号 

 大和高田市立図書館設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２６年６月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市立図書館設置条例の一部を改正する条例 

大和高田市立図書館設置条例（昭和２８年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条を第７条とし、第２条の次に次の４条を加える。 

 （業務） 

第３条 図書館は、次に掲げる業務を行う。 

 （１） 図書館資料（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られた記録をいう。）を含む。以下「図書」という。）の収集、整理及び保

存 

 （２） 図書の館内利用及び貸出し 

 （３） 読書案内及び相談事務 

 （４） お話し会、資料展示会等の主催及び支援 

 （５） 館報その他読書資料の発行及び頒布 

 （６） 時事に関する情報及び参考資料の紹介及び提供 

 （７） 他の図書館、学校、公民館、研究機関等との連絡及び協力 

 （８） 他の図書館との図書の相互貸借 

 （９） 読書団体との連絡及び協力並びに当該団体の活動の促進 

 （１０） 前各号に掲げるもののほか、図書館の運営上必要な業務 

 （指定管理者による管理） 

第４条 図書館の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定によ

り、法人その他の団体であって教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わ

せることができる。 

 （指定管理者が行う業務の範囲） 

第５条 指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

 （１） 第３条各号に掲げる業務 

 （２） 図書館の利用及びその制限に関する業務 

 （３） 図書館の施設及び設備の維持管理に関する業務 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、図書館の管理上教育委員会が必要と認める業務 

 （指定管理者が行う管理の基準） 

第６条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他教育委員会の定めるところに
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従い、図書館の管理を行わなければならない。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

規則第１４号 

 大和高田市立病院資格等手当支給規則を次のように定める。 

  平成２６年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市立病院資格等手当支給規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年条例第１４号。以下

「条例」という。）第３４条第５項の規定に基づき、市立病院に勤務する職員のうち資格等を活用

して業務に従事する職員に支給する特殊勤務手当（以下「資格等手当」という。）の支給について、

必要な事項を定めるものとする。 

 （支給対象職員） 

第２条 資格等手当の支給対象となる条例第３４条第５項の市長が規則で定めるものは、市立病院に

勤務する一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第６３号）第３条第１項第３号イの医

療職給料表（２）又は同号ウの医療職給料表（３）の適用を受ける職員（以下「職員」という。）

とする。 

 （資格等の種類及び支給月額） 

第３条 資格等手当の支給対象となる条例第３４条第５項の市長が規則で定める資格等の種類及び支

給月額は、次のとおりとする。 

 （１） 第１種放射線取扱主任者 ２０，０００円 

 （２） 医学物理士 １５，０００円 

 （３） 放射線治療品質管理士 １５，０００円 

 （４） 医療分野ごとの専門看護師 ５，０００円 

 （５） 医療分野ごとの認定看護師 ３，０００円 

 （６） 前各号に定めるもののほか、市長が定める資格等 市長が定める金額 

２ 資格等手当の支給は、当該職員が取得する資格等に係る支給金額の合計額とする。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行し、同日以後に行われる資格等を活用した業務に係る特

殊勤務手当の支給から適用する。 

 

規則第１５号 

 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例第３６条の１８の規定に基づき市立病院及び天満診療

所に勤務する医師に支給する特殊勤務手当を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２６年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例第３６条の１８の規定に基づき市立病院及び天満

診療所に勤務する医師に支給する特殊勤務手当を定める規則の一部を改正する規則 

 大和高田市職員の特殊勤務手当に関する条例第３６条の１８の規定に基づき市立病院及び天満診療

所に勤務する医師に支給する特殊勤務手当を定める規則（平成２０年規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

規 則 
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 題名中「及び」を「又は」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （医師調整手当の額） 

第２条 条例第３６条の１９第１項第１号アの規定により規則で定める額は、次のとおりとする。 

 （１） 在職期間が３年以上の医師 給料月額の１００分の３５ 

 （２） 在職期間が３年以上の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の３０ 

 （３） 在職期間が３年未満の医師 給料月額の１００分の２５ 

 （４） 在職期間が３年未満の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の２０ 

２ 条例第３６条の１９第１項第１号イの規定により規則で定める額は、次のとおりとする。 

 （１） 在職期間が５年以上の医師 給料月額の１００分の５０ 

 （２） 在職期間が５年以上の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の４５ 

 （３） 在職期間が３年以上５年未満の医師 給料月額の１００分の４０ 

 （４） 在職期間が３年以上５年未満の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたも

の 給料月額の１００分の３５ 

 （５） 在職期間が３年未満の医師 給料月額の１００分の３０ 

 （６） 在職期間が３年未満の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の２５ 

３ 条例第３６条の１９第１項第１号ウの規定により規則で定める額は、次のとおりとする。 

 （１） 在職期間が５年以上の医師 給料月額の１００分の６０ 

 （２） 在職期間が５年以上の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の５５ 

 （３） 在職期間が３年以上５年未満の医師 給料月額の１００分の５５ 

 （４） 在職期間が３年以上５年未満の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたも

の 給料月額の１００分の５０ 

 （５） 在職期間が３年未満の医師 給料月額の１００分の５０ 

 （６） 在職期間が３年未満の医師で、自己の都合により特別の勤務条件を認められたもの 給料

月額の１００分の４５ 

４ 前項の規定にかかわらず、院長、副院長及び診療局長の医師調整手当の額については、次のとお

りとする。 

 （１） 院長 前項に規定する額に給料月額の１００分の１０を加えた額 

 （２） 副院長及び診療局長 前項に規定する額に給料月額の１００分の５を加えた額 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行し、同日以後の勤務に対して支給する手当から適用す

る。 

 （医師調整手当の切換えに伴う経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前から引き続き同様の勤務に従事して医師調整

手当の支給を受ける医師で、その者の支給される医師調整手当の額が施行日前において受けていた

医師調整手当の額に達しないこととなるものには、従前の支給率で算出した医師調整手当の額を支

給する。 

 

規則第１６号 
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 大和高田市税徴収嘱託員に関する規則を次のように定める。 

  平成２６年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市税徴収嘱託員に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市税徴収業務の効率的な運営及び納税思想の普及を図るため、大和高田市

税徴収嘱託員（以下「嘱託員」という。）を置くことについて必要な事項を定める。 

（委嘱等） 

第２条 嘱託員は、市税の徴収業務に適すると認める者のうちから市長が委嘱する。 

２ 嘱託員の任期は、１年とする。ただし、年度の途中において委嘱された者の任期は、当該年

度の末日までとする。 

３ 嘱託員は、再任されることができる。 

（身分） 

第３条 嘱託員は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第３項第３号に規定する

非常勤の特別職とする。 

２ 嘱託員は、大和高田市会計規則（平成１１年規則第５９号）第２条に規定する分任出納員と

する。 

（職務） 

第４条 嘱託員は、法律、条例その他関係法令に基づき、次に掲げる職務に従事するものとする。 

 （１） 市税の徴収に関すること。 

 （２） 納税思想の普及に関すること。 

 （３） 口座振替による納付の勧奨に関すること。 

 （４） 市税の滞納者についての調査に関すること。 

 （５） その他市税の徴収業務に関し市長が必要と認めること。 

（嘱託員証） 

第５条 市長は、嘱託員に対して大和高田市税徴収嘱託員証（様式第１号。以下「嘱託員証」と

いう。）を交付する。 

２ 嘱託員は、前項の規定により交付された嘱託員証を職務中は常に携帯し、関係人から請求が

あったときは、これを提示しなければならない。 

３ 嘱託員は、退職し、又は解職されたときは、直ちに嘱託員証を返還しなければならない。 

（服務） 

第６条 嘱託員は、職務を自覚し、常に誠実かつ公正に職務を遂行し、職務上知り得た秘密を他

に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

２ 嘱託員は、所属長の指定する曜日に登庁し、徴収した市税を徴収事務報告書に整理して提出

しなければならない。 

３ 嘱託員は、徴収した市税を直ちに指定金融機関又は収納代理金融機関に納付しなければなら

ない。 

４ 嘱託員は、現金及び物品を故意又は過失により亡失し、又は損傷したときは、直ちに所属長

に報告するとともに、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の規定によりそ

の損害を賠償しなければならない。 

（報酬） 

第７条 嘱託員の報酬は、大和高田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（昭和３５年条例第３５号）に規定する額の範囲内で、次に掲げる額の合計額とする。 

 （１） 基本報酬 月額６万円 

 （２） 能率報酬 
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ア 金額割 徴収した市税の１００分の５に相当する額 

イ 件数割 徴収軒数１件につき１００円 

ウ 口座振替納付への切替え １件につき１，６００円 

エ 居住状況調査を行った件数 １件につき２００円 

２ 前項第１号に規定する基本報酬は、年度途中の委嘱日及び退職日の属する月が１月に満たな

い場合は、日割計算により算定する。 

３ 第１項に規定する報酬は、毎月１２日に支給する。ただし、その日が大和高田市の休日を定

める条例（平成元年条例第３号）に規定する休日に当たるときは、その日前においてその日に

最も近い休日でない日とする。 

（公務災害補償） 

第８条 嘱託員は、公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤（地方公務員災害補償法（昭

和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。）により負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は公務上の負傷若しくは疾病により死亡したときは、議会の議員そ

の他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年条例第４号）を適用する。 

（退職） 

第９条 嘱託員は、任期の途中において退職しようとするときは、その３０日前までに退職願を

市長に提出し、その承認を得なければならない。 

（解職） 

第１０条 市長は、嘱託員が次の各号のいずれかに該当するときは、解職することができる。 

 （１） 故意又は過失により市に損害を与えたとき。 

 （２） 心身の障害のため、職務の遂行に支障があると認めるとき又は長期にわたり療養を要

するとき。 

 （３） 勤務状況が不良のとき又は嘱託員としての適格性を欠くとき。 

 （４） その他市長が不適当と認めたとき。 

（誓約書等） 

第１１条 嘱託員は、履歴書及び誓約書（様式第２号）を提出しなければならない。 

２ 嘱託員は、住所、氏名等に変更が生じたときは、直ちに所属長に届け出なければならない。 

（補則） 

第１２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （大和高田市国民健康保険税徴収嘱託員に関する規則の廃止） 

２ 大和高田市国民健康保険税徴収嘱託員に関する規則（平成２年規則第４号）は、廃止する。 

様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第１１条関係） 

誓     約     書 

 このたび、大和高田市税徴収嘱託員に委嘱されるにつきまして、大和高田市税徴収嘱託員に関す

る規則及び関係法令を遵守するとともに、市に迷惑をかけないように、下記の事項を誓約いたしま

す。 

記 

・市の信用を失墜するような行為は行わないこと。 

・市に在職中はもとより、離職後においても在職中の行為によって市に与えた損害については、指

示に従い、損害を賠償すること。 

・市に在職中はもとより、離職後においても職務上知り得た秘密を他に漏らさないこと。 

・離職後においても、在職中取り扱った事項について出頭を求められたときは、速やかに指示に従

うこと。 

      年  月  日 

氏名        印  

 大和高田市長     殿 

 

 

規則第２３号 

 大和高田市商工業振興促進条例施行規則を次のように定める。 

  平成２６年６月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   
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   大和高田市商工業振興促進条例施行規則 

 （趣旨）   

第１条 この規則は、大和高田市商工業振興促進条例（平成２６年条例第１２号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。  

 （事業計画届出書の提出）   

第２条 条例第３条第２項第５号に規定する届出書の提出は、事業計画届出書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて行うものとする。ただし、市長がその添付の必要がないと認めるものについて

は、その添付を省略することができる。 

（１） 企業の概要が分かるもの  

（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し）  

（３） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第 1項の規定により交付を受けた確認済証

の写し  

（４） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 

（５） 公害の防止に関する計画書 

（６） 暴力団排除に関する誓約書 

（７） 個人情報の取扱いに関する同意書（様式第２号） 

（８） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類  

２ 市長は、前項の事業計画届出書の提出があった場合において、その内容が条例第３条第２項第１

号から第４号までに掲げる要件の全てに該当すると認めるときは、当該届出書の提出事業者（以下

この条において「提出事業者」という。）に対して事業計画届出書受理書（様式第３号）により通

知するものとする。 

３ 提出事業者は、第１項の事業計画届出書を提出した後において当該届出書に記載した内容に変更

が生じることとなったときは、速やかに事業計画変更届出書（様式第４号）に市長が特に必要と認

める書類を添えて市長に届け出なければならない。 

 （商業施設設置奨励金の申請）   

第３条 条例第３条第１項第１号の奨励金を受けようとする事業者は、商業施設設置奨励金交付申請

書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 商業施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産に係る申請年度の前年度の固定資産税の

課税明細書の写し  

（２） 投下固定資産額を証する書類（建物及び償却資産に係る売買契約書の写し又は当該契約に係

る代金についての領収書等その支払を証する書類）  

（３） 商業施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産の外観を示す写真  

（４） 市税の滞納がないことの証明書  

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類  

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容について審査し、適当と認めた場合は、

速やかに交付決定を行い、奨励金交付決定通知書（様式第６号）により当該申請事業者に通知する

ものとする。 

 （工業等施設設置奨励金の申請）   

第４条 条例第３条第１項第２号の奨励金を受けようとする事業者は、工業等施設設置奨励金交付申

請書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 工業等施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産に係る申請年度の前年度の固定資産税

の課税明細書の写し  

（２） 投下固定資産額を証する書類（建物及び償却資産に係る売買契約書の写し又は当該契約に係

る代金についての領収書等その支払を証する書類） 

（３） 工業等施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産の外観を示す写真  
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（４） 市税の滞納がないことの証明書  

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類  

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容について審査し、適当と認めた場合は、

速やかに交付決定を行い、奨励金交付決定通知書により当該申請事業者に通知するものとする。 

 （雇用促進奨励金の申請）   

第５条 条例第３条第１項第３号の奨励金を受けようとする事業者は、雇用促進奨励金交付申請書（様

式第８号）に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 新規雇用従業員の住民票の写し（当該従業員を新たに雇用した日から起算して１年を経過し

た日以後に交付されたものに限る。）及び当該従業員を１年以上継続して雇用していたことを証す

る書類 

（２） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類  

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容について審査し、適当と認めた場合は、

速やかに交付決定を行い、奨励金交付決定通知書により当該申請事業者に通知するものとする。 

 （奨励金の請求）   

第６条 奨励金の交付決定を受けた事業者（以下「交付決定事業者」という。）は、交付決定の日か

ら３０日以内に奨励金交付請求書（様式第９号）により奨励金の交付を請求するものとする。 

 （営業又は操業の休止等の届出）   

第７条 条例第８条に規定する届出は、休止・廃止届（様式第１０号）によるものとする。 

 （奨励措置の承継）   

第８条 条例第９条に規定する届出は、承継措置届出書（様式第１１号）に次に掲げる書類を添えて

行うものとする。  

（１） 承継の事実を証する書類の写し  

（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し）  

（３） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 

（４） 市税の滞納がないことの証明書  

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

 （奨励措置の取消し等） 

第９条 市長は、条例第１０条第１項の規定により奨励金の交付決定を取り消した場合は、奨励措置

取消通知書（様式第１２号）により速やかに交付決定事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、条例第１０条第２項の規定により奨励金の返還を命ずる場合は、奨励金返還命令書（様

式第１３号）により当該奨励金の返還を命ずるものとする。 

 （補則） 

第１０条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。  

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。 

様式第１号（第２条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

住所又は所在地 

                     名称 

                     氏名又は代表者名             印 

                     電話番号 

事業計画届出書 

大和高田市商工業振興促進条例第２条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出

ます。 

記 
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１ 商工業施設等の概要 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

氏名又は代表者名  

業種及び事業概要  

設置の区分       新設      増設      移転 

開業予定年月日  

投下固定資産の取得価格 
建物  

償却資産  

開業日前後９０日での 

新規雇用予定従業員数 

新規常時雇用従業員   人 

（うち 市内在住者   人） 

２ 投下固定資産の予定額 

（１）建物明細書 

所在地番 種類 構造 階数 床面積 取得価格 

    ㎡ 円 

      

      

      

合 計    ㎡ 円 

（２）償却資産明細書 

種類番号 資産の名称 数量 取得年月 取得価格 耐用年数 

    円  

      

      

      

合 計    円  

種類番号 １ 構築物 ２ 機械及び装置 ３ 船舶 ４ 航空機  

     ５ 車両及び運搬具 ６ 工具、器具及び備品 
３ 添付書類 
（１） 企業の概要が分かるもの 
（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し） 
（３） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定により交付を受 
 けた確認済証の写し 
（４） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 
（５） 公害の防止に関する計画書 
（６） 暴力団排除に関する誓約書 
（７） 個人情報の取扱いに関する同意書（様式第２号） 
（８） 市長が特に必要と認める書類 

 

様式第２号（第２条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

                  住所又は所在地 

                     名称 

                     氏名又は代表者名             印 

                     電話番号 

個人情報の取扱いに関する同意書 

私は、大和高田市商工業振興促進条例施行規則に基づき、事業計画の届出をするに当たり、大和高

田市が下記に掲げる私に関する個人情報を下記の目的のために必要な範囲で利用することについて同

意します。 
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記 

１ 個人情報 

 (１) 市税の課税に関する情報 

 (２) 市税の納付に関する情報 

 (３) 奨励金の振込口座等、奨励金の交付手続において提出する書類に記載の情報 

２ 利用目的 

 (１) 大和高田市商工業振興促進条例施行規則に基づく奨励措置の審査等の手続 

 (２) 前号に掲げるもののほか、奨励措置の適正な運営 

 

様式第３号（第２条関係） 

                       第     号   

年  月  日   

 様 

                           大和高田市長         印 

事業計画届出書受理書 

    年  月  日付けで提出のあった事業計画届出書について、大和高田市商工業振興促進条

例第３条第２項各号に掲げる要件の全てを満たしていると認めますので、下記のとおり通知します。 

記 

施設の住所又は所在地 
 

施設の名称 
 

氏名又は代表者名 
 

受理年月日 年     月     日 

 

様式第４号（第２条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

住所又は所在地 

                     名称 

                     氏名又は代表者名             印 

                     電話番号 

事業計画変更届出書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第２条第３項の規定により、下記のとおり変更を届け出ます。 

記 

１.施設の住所又は所在地 

２.施設の名称 

３.氏名又は代表者名 

４.変更内容 

５.変更理由 

６.関係書類 

 

様式第５号（第３条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

住所又は所在地 

                      名称 



平成２６年７月１０日（木）       大 和 高 田 市 公 報              第３０６号 

 17 

                      氏名又は代表者名             印 

                      電話番号 

商業施設設置奨励金交付申請書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第３条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。 

記 

１.交付申請額  前年度に投下固定資産に賦課された固定資産税額の５割相当額 

２.申請に係る商業施設 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

営業開始年月日     年    月     日 

投下固定資産の取得価格 
建物  

償却資産  

交付申請の年度   初年度  ２年度  ３年度  ４年度  ５年度 

３.投下固定資産の明細 

（１）建物等明細書 

所在地番 種類 構造 階数 床面積 取得価格 

    ㎡ 円 

      

      

      

合 計    ㎡ 円 

（２）償却資産明細書 

種類番号 資産の名称 数量 取得年月 取得価格 耐用年数 

    円  

      

      

      

合 計    円  

種類番号 １ 構築物 ２ 機械及び装置 ３ 船舶 ４ 航空機  
     ５ 車両及び運搬具 ６ 工具、器具及び備品 
４.添付書類 
（１） 商業施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産に係る申請年度の前年度の固定資産税の
課税明細書の写し 

（２） 投下固定資産額を証する書類（建物及び償却資産に係る売買契約書の写し又は当該契約に係
る代金についての領収書等その支払を証する書類） 

（３） 商業施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産の外観を示す写真 
（４） 市税の滞納がないことの証明書 
（５） 市長が特に必要と認める書類 

 

様式第６号（第３条、第４条及び第５条関係） 

第     号 

年  月  日   

       様 

大和高田市長         印 

奨励金交付決定通知書 

    年  月  日付けで申請のあった件について、下記のとおり決定したので通知します。 

記 

１. 申請のあった奨励金 
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２.決定事項（交付の可否、決定事由、交付金額、奨励金の内訳等） 

 

様式第７号（第４条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

住所又は所在地 

                     名称 

氏名又は代表者名             印   

                     電話番号 

工業等施設設置奨励金交付申請書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。 

記 

１.交付申請額  前年度に投下固定資産に賦課された固定資産税額の５割相当額 

２.申請に係る工場等 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

操業開始年月日     年    月     日 

投下固定資産の取得価格 
建物  

償却資産  

交付申請の年度   初年度  ２年度  ３年度  ４年度  ５年度 

３.投下固定資産の明細 

（１）建物等明細書 

所在地番 種類 構造 階数 床面積 取得価格 

    ㎡ 円 

      

      

      

合 計    ㎡ 円 

（２）償却資産明細書 

種類番号 資産の名称 数量 取得年月 取得価格 耐用年数 

    円  

      

      

      

合 計    円  

種類番号 １ 構築物 ２ 機械及び装置 ３ 船舶 ４ 航空機  
     ５ 車両及び運搬具 ６ 工具、器具及び備品 
４.添付書類 
（１） 工業等施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産に係る申請年度の前年度の固定資産税
の課税明細書の写し 

（２） 投下固定資産額を証する書類（建物及び償却資産に係る売買契約書の写し又は当該契約に係
る代金についての領収書等その支払を証する書類） 

（３） 工業等施設設置奨励金の対象となる建物及び償却資産の外観を示す写真 
（４） 市税の滞納がないことの証明書 
（５） 市長が特に必要と認める書類 

 

様式第８号（第５条関係） 

年  月  日   
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大和高田市長 様 

住所又は所在地 

                      名称 

                    氏名又は代表者名             印   

                      電話番号 

雇用促進奨励金交付申請書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第５条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。 

記 

１.交付申請額    金        円 

２.申請に係る工場等 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

開業年月日     年    月     日 

３.交付申請額内訳 

対象施設での常時雇用 

従業員数（Ａ） 
         人 

（Ａ）のうち新規雇用従業員

数（Ｂ） 
         人 

交付申請額 

 
（Ｂ）   人×２０万円＝       円 

※新規雇用従業員とは、商工業等施設の設置に伴い、商工業等施設の開業日前９０日から開業日以後

９０日までの間に新たに常時雇用従業員として雇用され、以後継続して１年以上雇用されている者の

うち、当該雇用の期間中において、継続して市内に住所を有しているものをいう。 

４.添付書類 

（１） 新規雇用従業員の住民票の写し（当該従業員を新たに雇用した日から起算して１年を経過し

た日以後に交付されたものに限る。）及び当該従業員を１年以上継続して雇用していたことを証す

る書類 

（２） 市長が特に必要と認める書類 

 

様式第９号（第６条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

            住所又は所在地 

                     名称 

                   氏名又は代表者名             印   

                     電話番号 

奨励金交付請求書 

年  月  日付けで交付決定のあった奨励金について、大和高田市商工業振興促進条例施行規

則第６条の規定により、下記のとおり請求します。 

記 

１. 奨励金の種別   商業施設設置奨励金・工業等施設設置奨励金・雇用促進奨励金 

２. 請求金額     金          円 

３. 振込先 

金融機関名  

店名  

口座種別  
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口座番号  

フリガナ 

口座名義人 

 

 

様式第１０号（第７条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

     住所又は所在地 

                      名称 

                     氏名又は代表者名             印   

                     電話番号 

休止・廃止届 

年  月  日付けで受理された件について、下記のとおり当該事業を休止・廃止したので届け

出ます。 

記 

 

 

様式第１１号（第８条関係） 

年  月  日   

大和高田市長 様 

住所又は所在地 

名称 

                      氏名又は代表者名             印   

                      電話番号 

承継措置届出書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第８条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり届け出

ます。 

記 

１.承継事項 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

 承継者 承継前の対象事業者 

住所又は所在地   

名称   

氏名又は代表者名   

承継年月日   

承継の事由   

２.添付書類 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

休止又は廃止年月日  

休止又は廃止の理由  

奨励金受領額                         円 
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（１） 承継の事実を証する書類の写し 

（２） 法人の登記事項証明書（個人にあっては、住民票の写し） 

（３） 定款又は規約の写し（個人にあっては、規約等事業概要の分かるもの） 

（４） 市税の滞納がないことの証明書 

（５） 市長が特に必要と認める書類 

 

様式第１２号（第９条関係） 

                            第     号   

年  月  日   

       様 

                           大和高田市長         印 

奨励措置取消通知書 

    年  月  日付け通知した奨励措置については、下記のとおり取り消したので通知します。 

記 

施設の住所又は所在地  

施設の名称  

氏名又は代表者  

取り消す奨励金名  

取消事由  

取消年月日  

 

様式第１３号（第９条関係） 

                                第     号   

年  月  日 

 様 

大和高田市長         印   

奨励金返還命令書 

大和高田市商工業振興促進条例施行規則第９条第２項の規定により、下記のとおり返還を命じます。 

記 

 １.奨励金名 

 ２.交付年度 

 ３.返還金額    金          円 

 ４.返還期限       年  月  日まで 

 ５.返還理由 

 ６.返還方法 

 

 

 

訓令第６号 

 大和高田市決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

平成２６年３月３１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市決裁規程の一部を改正する訓令 

大和高田市決裁規程（平成９年訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第１項第２０号中「（国民健康保険税を含む。）」を削る。 

 別表第２の２の項第１号エ中「以下この項において同じ。」を削る。 

 
訓 令 
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 別表第２の２の項第１号オ及びカ中「市税」の次に「（国民健康保険税を除く。）」を加える。 

 別表第２の２の項第１号キ中「市税」の次に「（国民健康保険税を除く。）」を加え、「、徴収猶予、納

期限の延長及び繰上徴収の決定」を削る。 

 別表第２の２の項第１号クをケとし、キの次に次のように加える。 

  ク 市税の徴収猶予、納期限の延長及び繰上徴収の決定に関すること。 

 別表第２の２の項第５号イ中「市税」の次に「（国民健康保険税を除く。）」を加える。 

 別表第２の３の項第６号に次のように加える。 

  エ ふれあい交通広場の使用許可に関すること。 

 別表第２の４の項第２号中カを削り、キをカとし、クをキとする。 

 別表第２の５の項第１号ケ中「、徴収猶予、納期限の延長及び繰上徴収の決定」を削る。 

 別表第２の５の項第５号中オ及びカを削り、キからコまでをオからクまでとする。 

   附 則 

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

 

 

告示第４９号 

 大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２６年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱の一部を改正する告示 

大和高田市自立支援教育訓練給付金事業実施要綱（平成１６年告示第３６号）の一部を次のように

改正する。 

第５条第２号中「等」を「並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法（昭和４０年法律第３３

号）に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数」に改め、「（昭和

４０年法律第３３号）」を削る。 

第７条第１項第２号中「等」を「並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法に規定する老人控

除対象配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

告示第５０号 

 大和高田市高等技能訓練促進費等事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２６年４月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市高等技能訓練促進費等事業実施要綱の一部を改正する告示 

大和高田市高等技能訓練促進費等事業実施要綱（平成１６年告示第３７号）の一部を次のように改

正する。 

題名中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に改める。 

第１条中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「「訓練促進費」を「「訓練促

進給付金」に、「入学支援修了一時金」を「、高等職業訓練修了支援給付金」に、「「一時金」を「「修

了支援給付金」に改める。 

第２条中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に、「一時金」を「修了支援給付金」に改める。 

第４条第１項及び第２項中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改め、同条第３項中「一時金」

告 示 



平成２６年７月１０日（木）       大 和 高 田 市 公 報              第３０６号 

 23 

を「修了支援給付金」に改める。 

第５条第１項中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に、「同じくする者」を「同じくするもの」

に改め、「母子家庭」の次に「等」を加え、同条第２項中「一時金」を「修了支援給付金」に改める。 

第６条の見出し中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改め、同条第１項中「訓練促進費等の」

を「訓練促進給付金等の」に、「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に改め、同条第

２項中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に、「一時金」を「修了支援給付金」に改め、同条第３項

中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改め、同条第４項中「一時金」を「修了支援給付金」に改

める。 

第７条中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に改める。 

第８条の見出し中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改め、同条中「高等技能訓練促進費」を

「高等職業訓練促進給付金」に改める。 

第９条第１項中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改める。 

第１０条及び第１１条中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に改める。 

第１２条（見出しを含む。）中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」に改める。 

附則第２項（見出しを含む。）及び第３項（見出しを含む。）中「訓練促進費」を「訓練促進給付金」

に改める。 

附則第４項を削る。 

様式第１号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「入学支援修了一時金」

を「高等職業訓練修了支援給付金」に、 

「 

養成区分 
昼間・夜間 

通信・通学 

                  」を 

「 

養成区分 昼間・夜間 

                  」に改める。 

 様式第２号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、 

「 

修 業 期 間     年   月   日 ～       年   月 

                                        」を 

「 

修 業 期 間     年   月   日 ～     年   月   日 

                                        」に改める。 

 様式第３号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「訓練促進費等振込口座」

を「訓練促進給付金等振込口座」に、 

「 

金融機関名 
銀行            

信用金庫           
支店 

                                        」を 

「 
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金融機関名 
銀行           
農協           
信用金庫         

本店 
支店 
営業所 

                                        」に改める。 

様式第４号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「受給者氏名      

   印  」を「受給者氏名        印  」に、 

「 

支給要件に該当し
なくなった理由 

イ 大和高田市に住所を有しなくなったため 

ロ 修業をとりやめたため 

ハ 母子及び寡婦福祉法第１７条に定める配偶者のない者で現

に児童を扶養しているものでなくなったため 

ニ その他（                    ） 

                                         」を 

「 

支給要件に該当し
なくなった理由 

ア 大和高田市に住所を有しなくなったため 

イ 修業をとりやめたため 

ウ 母子及び寡婦福祉法第１７条に定める配偶者のない者で現

に児童を扶養しているものでなくなったため 

エ その他（                    ） 

                                        」に改める。 

様式第５号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に改める。 

様式第６号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「いたしました」を「し

ました」に改める。 

 様式第７号中「高等技能訓練促進費」を「高等職業訓練促進給付金」に、「変更した」を「変更しま

した」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行前に作成した様式の用紙は、この告示の施行後においても当分の間、使用するこ

とができるものとする。 

 

告示第６９号 

 平成２６年度固定資産税・都市計画税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべ

き者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条

の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、税務課固定資産税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２６年６月３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１. この通知の発送年月日 平成２６年４月９日 

２. この公示送達により変更する納期限 
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変更前 平成２６年４月３０日 

変更後 平成２６年７月３１日 

３. 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７１号 

 平成２６年６月１３日大和高田市議会定例会を本市議事堂に招集する。 

  平成２６年６月６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

告示第７２号 

 平成２６年度軽自動車税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住所

等が不明であるため送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は、財務部税務課市民税係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申

し出があればいつでも交付します。 

平成２６年６月１１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１. 納税通知書発送年月日 

平成２６年５月２日 

２. この公示送達により変更する納期限 

変更前 平成２６年６月２日 

変更後 平成２６年７月３１日 

３. 送達を受けるべき者     

市役所前の掲示場に掲示済み 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７３号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２６年６月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２６年１０月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２６年３月６日、同月１１日、同月１２日、同月１７日、同月１９日、同月２３日、同月２

６日 
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告示第７４号 

 平成２６年度固定資産税第１期の督促状を郵便により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交 

付の申出があればいつでも交付します。 

平成２６年６月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．この通知の発送年月日 平成２６年５月２７日 

２．送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７５号 

平成２６年６月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２６年６月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第１号） 

２ 平成２６年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

平成２６年度大和高田市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，１６３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ２３，５７８，８７２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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 平成２６年度大和高田市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，６６３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ２，３８０，１６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

告示第７６号 

 平成２６年度固定資産税第１期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２６年６月２５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１. この通知の発送年月日  平成２６年５月２７日 
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２. 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注） 地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過した

ときに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第７８号 

 介護保険法第７８条の２第１項及び法第１１５条の１２第１項の規定により、介護保険法第４２条

の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者及び介護保険法第５４条の２第１項に規定する

指定介護予防地域密着型サービス事業者を次のとおり指定しました。 

  平成２６年７月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１.申請者              （株）日本ベルアージュ 代表取締役 大 木 良 則 

２.申請者の主たる事業所の所在地   大和高田市西町２番３０号 

３．事業所の名称           グループホーム ベルライフ築山 

４．指定する事業所の住所       大和高田市大字築山６９６番 

５．事業所の種類           認知症対応型共同生活介護 

６．指定年月日            平成２６年７月１日 

７．指定有効期限           平成３２年６月３０日（指定日より６年間） 

 

告示第７９号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２６年７月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため 

２．移動年月日 

平成２６年６月２日、同月１０日、同月１２日、同月１８日、同月２２日、同月２４日、同月２

６日 

３．移動対象区域 

近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下自転車保管所 

５．引取期間 

平成２７年１月１日 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時。ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 
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８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

公告第５２号の２ 

 大和高田市自動車臨時運行許可に関する取扱規則（昭和５７年規則第２１号）の規定により、次の

自動車臨時運行許可番号標を無効としたので公告します。 

  平成２６年６月３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

○ 臨時運行許可番号標番号 

３５－１３ 

 

公告第５３号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２６年６月１２日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第５４号 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２６年６月２０日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 大和高田市立浮孔幼稚園園舎改築工事 

２ 工事場所 大和高田市蔵之宮町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年３月２０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の建築工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２５年度大和高田市格付け等級がＡであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）一級建築施工管理技士又は一級建築士の資格を有する監理技術者（競争入札

参加資格申請の時点において継続して３月以上の雇用関係にある者）を当該工事

に専任で配置できること。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

公 告 
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６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市ホ

ームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を上記（１）の

申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームペー

ジに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年６月２０日（金）から平成２６年６月２４日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年６月２５日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

８ 入札説明

書（仕様書）

等の配布 

入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期日 平成２６年６月２０日（金）から平成２６年６月２４日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所環境建設部契約監理室（本庁舎南隣） 

（４）費用の負担 配布に係る費用は頂きませんが、配布した入札説明書（仕様書）

は開札後回収します。 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期日 平成２６年６月２７日（金） 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ  ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期日 平成２６年６月３０日（月） 

回答は、本件工事入札参加資格を認めた者全てに行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年７月３日（木）。入札執行日の前日であるため、この日

の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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への記載 かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 
免除します。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年７月４日（金）午前９時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審       

査  

落札候補者の優先順位により５（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥６０，１４０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第５５号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年６月２７日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 配水管布設替工事及び給配水管移設工事（根成柿） 

２ 工事場所 大和高田市根成柿地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年１月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の管工事（水道）に登録さ



平成２６年７月１０日（木）       大 和 高 田 市 公 報              第３０６号 

 32 

れている者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）石綿作業主任者を配置することができる者であること 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（７）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（８）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（９）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（１０）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件

において落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（８）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年６月２７日（金）から平成２６年７月１日（火）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年７月２日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年６月２７日（金）から平成２６年７月１日（火）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市水道事業庁舎３階会議室 
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９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年６月２７日（金）から平成２６年７月４日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ  ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年７月４日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年７月１０日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成 11年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する

金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規

定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年７月１１日（金）午前９時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表  

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則（平

成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当す

る金額を違約金として徴収します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の

規定に基づく入札参加資格停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥７，６２０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 
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教育委員会規則第４号 

 大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２６年６月１９日 

大和高田市教育委員会 

委員長 吉 村 博 一   

   大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則 

大和高田市立図書館規則（平成１７年教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第３条」を「第７条」に改める。 

 第２条を削り、第３条を第２条とする。 

 第４条第２項を削り、同条を第３条とし、第５条から第１８条までを１条ずつ繰り上げ、第１７条

の次に次の１条を加える。 

 （指定管理者に関する準用） 

第１８条 第４条から第８条まで、第１０条から第１４条まで、第１６条及び第１７条の規定は、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であ

って教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者」という。）について準用する。この場合にお

いて、第４条中「教育委員会が必要と認めたときは」とあるのは「指定管理者が必要と認めたとき

は、教育委員会の承認を得て」と、第５条中「教育委員会が特に必要と認めたときは」とあるのは

「指定管理者が特に必要と認めたときは、教育委員会の承認を得て」と、第６条から第８条まで、

第１０条から第１４条まで、第１６条及び第１７条中「教育委員会」とあるのは「指定管理者」と

読み替えるものとする。 

 様式第１号から様式第３号までを次のように改める。 

様式第１号（第１０条関係） 

図書カード作成申込書 

 

 

様式第２号（第１０条関係） 

教育委員会 
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            （表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            （裏） 

 

様式第３号（第１１条関係） 

団 体 貸 出 申 込 書                

利 用 者 №           

フ リ ガ ナ   

団 体 名   

所 在 地 大和高田市  

電 話 番 号      （  ）  

  
フ リ ガ ナ   

代 表 者 氏 名                    印  

フ リ ガ ナ   

住 所   

電 話 番 号      （  ）  

大和高田市立図書館   

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の大和高田市立図書館規則様式第１号によりなされた貸出申込、

様式第２号により交付された図書貸出カード又は様式第３号によりなされた団体貸出申込は、それ
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ぞれ改正後の大和高田市立図書館規則様式第１号によりなされた貸出申込、様式第２号により交付

された図書貸出カード又は様式第３号によりなされた団体貸出申込とみなす。 

 

教育委員会告示第１２号 

 大和高田市教育委員会６月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２６年６月９日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２６年６月１１日（水）午後３時３０分 

 場 所  高田西中学校 ２階 会議室 

 議 案  第１号 第３１回大和高田市スポーツ少年大会開催要綱（案）について 

      第２号 後援願いについて 

      第３号 その他 

 

教育委員会告示第１３号 

 大和高田市教育委員会６月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２６年６月３０日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２６年６月３０日（月）午後４時 

 場 所  大和高田市役所別棟 ２階 教育長室 

 議 案  第１号 市職員人事について 

      第２号 その他 

 

教育委員会告示第１４号 

 大和高田市教育委員会７月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２６年６月３０日 

大和高田市教育委員会 

  委員長 吉 村 博 一   

記 

 日 時  平成２６年７月３日（木）午後２時 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 大和高田市立図書館規則の一部を改正する規則について 

      第２号 総合体育館における物販許可について 

      第３号 後援願いについて 

      第４号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第１４号 

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２６年６月６日 

大和高田市選挙管理委員会 

選挙管理委員会 
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委員長 西 川 勝 彦   

１ 日 時  平成２６年６月１３日（金）午前９時 

２ 場 所  大和高田市大字大中１００番地１ 

       大和高田市役所 ３階 東会議室 

３ 議 案  第１号 大和高田市農業委員一般選挙について 

       第２号 その他 

 

選挙管理委員会告示第１５号 

 農業委員会等に関する法律施行令（昭和２６年政令第７８号）第６条において準用する公職選挙法

施行令（昭和２５年政令８９号）第２６条第１項の規定による指定投票区及び指定関係投票区を次の

とおり指定する。 

  平成２６年６月１３日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦  

指定投票区 指定関係投票区 

第１投票区 第２投票区、第３投票区、第４投票区 

 

選挙管理委員会告示第１６号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員の任期満了による一般選挙を行う。 

平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦 

記 

 ◇ 選挙による委員の数   １４人 

◇ 選挙の期日       平成２６年７月６日（日） 

 

選挙管理委員会告示第１７号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における選挙長及びその職務を代理

すべき者を次のとおり選任した。 

  平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦 

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙管理委員会告示第１８号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における各投票区の投票管理者及び

その職務を代理する者を次のとおり選任した。 

  平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

市役所前の掲示場に掲示済み 
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選挙管理委員会告示第１９号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙に用いる投票用紙の様式を次のとお

り定める。 

  平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

◇大和高田市農業委員会委員選挙投票用紙 

 

  大 和 高 田 市 農 業 委 員 会 委 員 選 挙 投 票     印  

     ○ 注
ち ゅ う

  意
い

 

   一 候 補 者

こ う ほ し ゃ

の 氏 名

し め い

は 、 欄 内

ら ん な い

に 一 人

ひ と り

書
か

く こ と 。  

   二 候 補 者

こ う ほ し ゃ

で な い 者
も の

の 氏 名

し め い

は 、 書
か

か な い こ と 。  

 

候
補
者

こ
う
ほ
し
ゃ

氏
名

し
め

い

  

 

   ・用紙の大きさは、縦１２８ミリメートル、横８０ミリメートルとする。 

    ・投票用紙は、浅黄色に黒刷りとする。 

    ・選挙管理委員会の印は刷り込みとする。 

    ・印刷は、片面刷りとする。 

 

選挙管理委員会告示第２０号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における公職選挙法（昭和２５年法

律第１００号）第４９条１項の規定による大和高田市選挙管理委員会委員長が不在者投票管理者とし

て管理する不在者投票用の投票用紙及び同封筒の交付場所並びに不在者投票の記載場所を次のように

定める。 

  平成２６年６月２９日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

記 

◇ 大和高田市大字大中１００番地１  大和高田市役所 ４階 会議室 

 

選挙管理委員会告示第２１号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における選挙会の日時及び場所を次

のとおり定める。 

  平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

◇ 日  時   平成２６年７月６日（日） 午後８時４５分 開始 
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◇ 場  所   大和高田市大字池田４１８番地 1  

大和高田市総合福祉会館 ３階 研修室 

 

選挙管理委員会告示第２２号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における期日前投票所の投票管理者

及びその職務を代理する者を次のとおり選任した。 

  平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦  

記 

 市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙管理委員会告示第２３号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における各投票区の投票所は次の場

所に設ける。 

 平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦 

記 

投票区 投票所 投票所の所在地 

第１投票区 大和高田市役所 ４階 会議室 大和高田市大字大中１００番地１ 

第２投票区 総合福祉会館 ２階 第２会議室 大和高田市大字池田４１８番地１ 

第３投票区 大和高田市立菅原公民館 大和高田市大字吉井７７番地１ 

第４投票区 葛城コミュニティセンター 大和高田市大字曽大根７８３番地１ 

 

選挙管理委員会告示第２４号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における期日前投票所は次の場所に

設ける。 

 平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

記 

◇ 期 日 前 投 票 所 名   大和高田市期日前投票所 

◇ 期 日 前 投 票 所 の 場 所   大和高田市大字大中１００番地１ 

                  大和高田市役所 ４階 会議室 

◇ 期日前投票所を設ける期間   平成２６年６月３０日から平成２６年７月５日まで 

 

選挙管理委員会告示第２５号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における開票事務は、公職選挙法第
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７９条第１項の規定により選挙会場において選挙会の事務にあわせて行う。 

 平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

 

選挙管理委員会告示第２６号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における期日前投票所の投票立会人

を次のとおり選任した。 

 平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙管理委員会告示第２７号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における各投票区の投票立会人を次

のとおり選任した。 

 平成２６年６月２９日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙管理委員会告示第２８号 

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２６年６月３０日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．日 時  平成２６年７月７日（月）午前９時 

２．場 所  大和高田市役所 ４階 合同委員会室 

３．議 案  第１号 公職選挙法第２８条第１号、第２号及び第３号の規定による抹消について 

       第２号 在外選挙人名簿の抹消について 

       第３号 大和高田市農業委員会一般選挙の当選者について 

       第４号 その他 

 

選挙管理委員会告示第２９号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙において当選人と決定した者の住所

及び氏名は次のとおりである。 

 平成２６年７月７日  

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙長告示第１号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における選挙長印を次のとおり定め

る。 

平成２６年６月２９日 
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大和高田市農業委員会委員一般選挙 

選挙長  吉 元 芳 和   

記 

 大和高田市公職選挙事務執行規程第２条の５に定める印とする。 

 選挙長印影 省略 

 

選挙長告示第２号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における選挙長の執務する場所は次

のとおりである。 

平成２６年６月２９日 

大和高田市農業委員会委員一般選挙 

選挙長  吉 元 芳 和   

記 

事務取扱場所   大和高田市大字大中１００番地１ 

◇ 選挙期日の告示日  大和高田市役所 ４階 合同委員会室 

◇ 告示日の翌日以降  大和高田市役所 ３階 選挙管理委員会事務局 

 

選挙長告示第３号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における農業委員会等に関する法律

第１１条において準用する公職選挙法第７６条の規定によるくじを行う日時及び場所を次のとおり定

める。 

平成２６年６月２９日 

大和高田市農業委員会委員一般選挙 

選挙長  吉 元 芳 和   

記 

◇ 日  時    平成２６年７月３日（木） 午後５時３０分 

◇ 場  所    大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 ４階 合同委員会室 

 

選挙長告示第４号 

 平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙において、候補者として届出のあっ

た者は、別紙のとおりである。 

平成２６年６月２９日 

大和高田市農業委員会委員一般選挙 

選挙長  吉 元 芳 和   

市役所前の掲示場に掲示済み 

 

選挙長告示第５号 

平成２６年７月６日執行の大和高田市農業委員会委員一般選挙における次の候補者は、平成２６年

６月２９日候補者であることを辞退した。 

平成２６年６月２９日 

大和高田市農業委員会委員一般選挙 

選挙長  吉 元 芳 和   

市役所前の掲示場に掲示済み 
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農業委員会告示第６号 

 大和高田市農業委員会７月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２６年６月２３日 

                              大和高田市農業委員会 

会長 髙 井 信 安   

日 時  平成２６年６月２７日（木）午後３時 

場 所  大和高田市役所 ４階 委員会室 

議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件 

       第２号 農地法第５条規定による申請の件 

       第３号 その他 

 

農業委員会 


